
 



 

 

 
 

 





（図表１－１）

（業況判断D.I.）     (      )内は全国

08/6月
＊

9月
＊

12月
＊

09/3月
＊

6月
＊

9月
＊

12月
＊

10/3月 6月

-4 -13 -28 -56 -57 -47 -34 -26 -17 -18

( -7 ) ( -14 ) ( -24 ) ( -46 ) ( -45 ) ( -38 ) ( -32 ) ( -24 ) ( -15 ) ( -16 )

-4 -13 -33 -71 -67 -53 -34 -25 -15 -13

( -3 ) ( -11 ) ( -25 ) ( -57 ) ( -55 ) ( -43 ) ( -32 ) ( -23 ) ( -10 ) ( -10 )

-4 -12 -19 -40 -45 -40 -34 -28 -20 -21

( -10 ) ( -16 ) ( -23 ) ( -38 ) ( -39 ) ( -33 ) ( -30 ) ( -25 ) ( -19 ) ( -20 )

（生産関連）

08年度 09年度 09/7-9月 10-12月 10/1-3月 4-6月 10/3月 4月 5月 6月

r-16.2 r -8.9 r  8.8 r  8.9 r 10.7 n.a. r -0.6 r  1.0 p -2.2 n.a.

( -12.7 ) ( -8.9 ) ( 5.3 ) ( 5.9 ) ( 7.0 ) ( n.a. ) ( 1.2 ) ( 1.3 ) ( 0.1 ) ( n.a. )

-15.8 r -9.5 r  7.8 r  7.5 r 11.7 n.a. r  0.9 r  1.2 p -3.5 n.a.

( -12.6 ) ( -8.4 ) ( 5.8 ) ( 5.9 ) ( 7.2 ) ( n.a. ) ( 2.0 ) ( 1.4 ) ( -1.7 ) ( n.a. )

-4.0 -12.1 r -4.8 r -3.3 r  0.6 n.a. r -3.3 -1.5 p  5.3 n.a.

( -5.2 ) ( -6.0 ) ( -1.8 ) ( -1.5 ) ( 1.1 ) ( n.a. ) ( -1.6 ) ( 0.6 ) ( 2.0 ) ( n.a. )

128.9 r130.1 r133.8 r124.5 r110.7 n.a. r101.1 r104.9 p114.3 n.a.

( 121.9 ) ( 120.4 ) ( 124.3 ) ( 114.7 ) ( 106.2 ) ( n.a. ) ( 102.3 ) ( 103.5 ) ( 108.5 ) ( n.a. )

-8.7 -8.7 -17.5 -6.2 22.2 n.a. 27.0 20.0 12.3 n.a.

( -5.9 ) ( -7.4 ) ( -14.8 ) ( -5.5 ) ( 16.1 ) ( n.a. ) ( 20.0 ) ( 15.2 ) ( 12.5 ) ( n.a. )

（輸出関連）

08年度 09年度 09/7-9月 10-12月 10/1-3月 4-6月 10/3月 4月 5月 6月

-18.5 -16.1 18.5 10.3 6.3 n.a. -1.1 1.8 p -1.6 n.a.

( -11.4 ) ( -9.3 ) ( 9.5 ) ( 7.6 ) ( 5.2 ) ( n.a. ) ( 2.8 ) ( r  6.6 ) ( p  1.0 ) ( n.a. )

-11.0 -13.6 11.0 -1.2 5.2 n.a. -11.8 r  7.3 p  9.0 n.a.

( -4.8 ) ( -7.4 ) ( 6.7 ) ( 1.1 ) ( 2.5 ) ( n.a. ) ( -3.9 ) ( r  3.3 ) ( p  7.6 ) ( n.a. )

-23.1 -21.5 -38.0 -13.6 63.0 n.a. 75.1 r 58.7 p 26.4 n.a.

( -16.4 ) ( -17.1 ) ( -34.4 ) ( -8.0 ) ( 43.3 ) ( n.a. ) ( 43.5 ) ( 40.4 ) ( 32.1 ) ( n.a. )

-8.8 -30.3 -43.7 -26.7 17.1 n.a. r 18.5 24.2 p 46.5 n.a.

( -4.1 ) ( -25.2 ) ( -39.5 ) ( -20.9 ) ( 18.9 ) ( n.a. ) ( 20.6 ) ( r 24.3 ) ( p 33.4 ) ( n.a. )

（設備投資関連）

-31.9 -26.5 14.2 1.5

( ) ( ) ( ) ( -19.4 ) ( -17.8 ) ( 0.5 ) ( -3.9 )

08年度 09年度 09/7-9月 10-12月 10/1-3月 4-6月 10/3月 4月 5月 6月

6.4 -46.0 -47.4 -55.0 -40.4 n.a. -12.4 14.3 -10.4 n.a.

( -6.6 ) ( -30.5 ) ( -37.9 ) ( -31.2 ) ( -12.6 ) ( n.a. ) ( 8.1 ) ( 4.4 ) ( 14.7 ) ( n.a. )

-43.2 -55.5 -72.2 -32.3 81.1 n.a. 114.8 35.5 207.8 n.a.

( -42.9 ) ( -54.1 ) ( -67.4 ) ( -36.7 ) ( 116.4 ) ( p105.4 ) ( 150.3 ) ( 82.1 ) ( r132.6 ) ( p101.7 )
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（注）　1. 特に断りのない限り、愛知・岐阜・三重の３県ベース。

        2．各季節調整済計数において年次計数は、原計数もしくは原計数前年比。

　　　　3. 実質輸出（入）、有効求人倍率、新設住宅着工戸数、公共工事請負金額の季節調整済計数については、

　　　　　 全国ベースの計数が季節調整替えを行った時点で、X-12-ARIMAを用いた季節調整替えを行う。

　　　　　 その際、毎年12月まで（公共工事請負金額は３月まで）のデータをインプットデータとして季節調整替えを行うほか、

　　　　　 その後１年間は季節要素の予測値を用いて季節調整済計数を算出。

　 　　 4. 業況判断D.I.は、｢良い｣－｢悪い」の回答社数構成比、10年６月の企業短期経済観測調査結果。

　　　　　 なお、＊が付されたデータは、10年３月短観より実施した調査対象企業見直し前の計数。

　 　　 5. 鉱工業生産は、３県ベース。同出荷・同在庫・同在庫率は、東海３県に富山・石川を加えた５県ベース。

　　　　　 なお、在庫の年度・四半期の数値は、年度末・期末値。

　　　  6. 大口電力使用量は、販売電力量ベース。全国は、９電力会社の合計。

　　 　 7. 輸出関連は、名古屋税関管内（東海３県に長野・静岡を加えた５県）のうち、愛知、岐阜、三重、長野の４県分。

　　　  8. 実質輸出（入）は、通関輸出（入）金額を輸出（入）物価指数で各々デフレートし、指数化したもの。

　 　　 9. 設備投資額は、10年６月の企業短期経済観測調査結果。

　　　　　 なお、＊が付されたデータは、10年３月短観より実施した調査対象企業見直し前の計数。

　　　 10. 工作機械受注は、中部経済産業局管内（東海３県に富山・石川を加えた５県）主要８社の工作機械国内受注額。

　　 　　　全国は、日本工作機械工業会が集計した受注総額のうち内需計。

　　　 11. 完全失業率は、東海３県に静岡県を加えた４県ベース。なお、同計数の年次計数は暦年ベース。

　 　　12. 雇用者所得は、常用雇用者数（指数）と一人当たり名目賃金（指数）を乗じて算出したもの。

　 　　13. 常用労働者数、一人当たり名目賃金は、事業所規模５人以上ベース。

　　　 14. 百貨店売上高、スーパー売上高（全店、既存店）、家電販売額の年次計数は、暦年ベース。

　　　 15. 百貨店売上高は、名古屋市内５百貨店の売上高を当店にて集計。全国は、既存店ベース。

　　　 16. スーパー売上高は、愛知県ベース。

　　　 17. 家電販売額は、東海３県に富山、福井、石川、静岡、長野を加えた８県ベース。

　　　 18. 乗用車販売台数（除軽）は、登録ナンバー別。

　　　 19. 旅行取扱額は、中部運輸局管内(東海３県に静岡・福井を加えた５県）主要旅行会社の取扱額合計。

　 　　20. 消費者物価は、東海の指数。すなわち、東海３県に静岡を加えた４県ベース。

　 　　21. pは速報値、rは訂正・改訂値。

（資料）　日本銀行名古屋支店「東海３県の企業短期経済観測調査結果」、日本銀行「全国企業短期経済観測調査」、

  　      中部経済産業局「管内鉱工業の動向」、経済産業省「鉱工業指数」、

　　　　  中部電力資料、電気事業連合会「電力需要実績」、　

　　　 　 名古屋税関「管内貿易概況」、財務省「貿易統計」、日本銀行「企業物価指数」、国土交通省「建築着工統計調査報告」、

　　　 　 中部経済産業局「金属工作機械受注状況」、日本工作機械工業会資料、

　　　 　 総務省「労働力調査」、愛知労働局「最近の雇用情勢」、岐阜労働局「一般職業紹介状況」、三重労働局「労働市場月報」、

　　　 　 厚生労働省「一般職業紹介状況」、愛知県「あいちの勤労」、岐阜県「毎月勤労統計調査」、三重県「毎月勤労統計調査」、

　　 　　 厚生労働省「毎月勤労統計調査」、

　　　 　 中部経済産業局「大型小売店販売」、経済産業省「商業販売統計」、Gfk Japan資料、　

　　　 　 日本自動車販売協会連合会「自動車登録統計情報」、全国軽自動車協会連合会資料、

　　 　　 中部運輸局「中部地方における最近の運輸の動き」、国土交通省「主要旅行業者の旅行取扱状況速報」、

　　　 　 東日本建設業保証他「公共工事前払金保証統計」、

　　　 　 東京商工リサーチ名古屋支社「東海三県下企業倒産動向」、東京商工リサーチ「倒産月報」、

　 　 　　総務省「消費者物価指数」
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